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１ 特定商品等の預託等取引契約に関する法律（昭和61年法律第62号）（抄） 

 

（目的） 

第一条 この法律は、特定商品及び施設利用権の預託等取引契約の締結及びその履行

を公正にし、並びに預託等取引契約に係る預託者が受けることのある損害の防止を

図ることにより、預託等取引契約に係る預託者の利益の保護を図ることを目的とす

る。 

 

（定義） 

第二条 この法律において「預託等取引契約」とは、次に掲げる契約をいう。 

一 当事者の一方が相手方に対して、内閣府令で定める期間以上の期間にわたり政

令で定める物品（以下「特定商品」という。）の預託（預託を受けた特定商品の返

還に代えて金銭その他これに代替する物品を給付する場合を含む。）を受けること

（信託の引受けに該当するものを除く。）及び当該預託に関し財産上の利益を供与

することを約し、又は特定商品の預託を受けること（信託の引受けに該当するも

のを除く。）及び当該内閣府令で定める期間以上の期間の経過後一定の価格（一定

の方法により定められる価格を含む。）により当該特定商品を買い取ることを約し、

相手方がこれに応じて当該特定商品を預託することを約する契約 

二 当事者の一方が相手方に対して、施設の利用に関する権利であつて政令で定め

るもの（以下「施設利用権」という。）を前号の内閣府令で定める期間以上の期間

管理すること（信託によるものを除き、当該期間の経過後当該施設利用権に代え

て金銭その他これに代替する物品を給付する場合を含む。）及び当該管理に関し財

産上の利益を供与することを約し、又は施設利用権を管理すること（信託による

ものを除く。）及び当該内閣府令で定める期間以上の期間の経過後一定の価格（一

定の方法により定められる価格を含む。）により当該施設利用権を買い取ることを

約し、相手方がこれに応じて当該施設利用権を管理させることを約する契約 

２ この法律において「預託等取引業者」とは、預託等取引契約に基づき特定商品の

預託を受けること又は施設利用権を管理すること（当該預託等取引契約の目的とす

るために当該特定商品又は施設利用権を販売することを含む。）を業として行う者

（他の法律の規定でこれにより預託等取引契約の締結及びその履行の公正並びに預

託等取引契約に係る預託者が受けることのある損害の防止が確保されるものの適用

を受ける者として政令で定めるものを除く。）をいう。 

３ この法律において「勧誘者」とは、預託等取引業者が預託等取引契約の締結又は

更新についての勧誘（当該預託等取引契約の目的とするために当該特定商品又は施

設利用権を購入させることについての勧誘を含む。以下同じ。）を行わせる者をいう。 

４ この法律において「預託者」とは、預託等取引業者と預託等取引契約を締結した

者をいう。 
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（書面の交付） 

第三条 預託等取引業者は、預託等取引契約を締結しようとするときは、顧客に対し、

当該預託等取引契約を締結するまでに、内閣府令で定めるところにより、次に掲げ

る事項を記載した書面を交付しなければならない。 

一 預託等取引契約の内容及びその履行に関する事項であつて内閣府令で定めるも

のについての当該預託等取引契約の概要 

二 預託等取引業者の業務及び財産の状況に関する事項であつて内閣府令で定める

もの 

２ 預託等取引業者は、預託等取引契約を締結したときは、預託者に対し、遅滞なく、

内閣府令で定めるところにより、当該預託等取引契約の内容及びその履行に関する

次に掲げる事項を記載した書面を交付しなければならない。 

一 商品の種類、数量及び価額又は施設利用権の内容及び価額 

二 商品の預託を受ける期間又は施設利用権を管理する期間 

三 供与される財産上の利益の内容並びに供与の時期及び方法（特定商品又は施設

利用権を買い取る契約にあつては、買取価格又はその算定方法） 

四 預託等取引業者が預託者から手数料を徴収する場合にあつては、その手数料の

料率又は額並びにその徴収の時期及び方法 

五 契約の解除に関する事項（第八条第一項から第三項まで並びに第九条第一項及

び第二項の規定に関する事項を含む。） 

六 損害賠償額の予定（違約金を含む。）に関する定めがあるときは、その内容 

七 商品を預託者に返還すること又は施設利用権を預託者に取得させること（当該

返還すること又は当該取得させることに代えて金銭その他これらに代替する物品

を預託者に給付することを含む。）を担保するための措置の有無及び当該措置が講

ぜられている場合にあつてはその内容 

八 前各号に掲げるもののほか、内閣府令で定める事項 

 

（預託等取引契約の締結又は更新についての勧誘等） 

第四条 預託等取引業者又は勧誘者は、預託等取引契約の締結又は更新についての勧

誘をするときは、預託等取引契約に関する事項及び特定商品又は施設利用権の購入

に関する事項であつて、顧客の判断に影響を及ぼすこととなる重要なものとして政

令で定めるものにつき、故意に事実を告げず、又は不実のことを告げる行為をして

はならない。 

２ 預託等取引業者は、預託等取引契約の解除を妨げる目的をもつて、預託等取引契

約に関する事項であつて、預託者の判断に影響を及ぼすこととなる重要なものとし

て政令で定めるものにつき、不実のことを告げる行為をしてはならない。 

 

（不当な行為等の禁止） 

第五条 預託等取引業者又は勧誘者は、次に掲げる行為をしてはならない。 



3 
 

一 威迫する言動を交えて、預託等取引契約の締結若しくは更新についての勧誘を

し、又は預託等取引契約の解除を妨げること。 

二 預託等取引契約に基づく債務又は預託等取引契約の解除によつて生ずる債務の

全部又は一部の履行を拒否し、又は不当に遅延させること。 

三 前二号に掲げるもののほか、預託等取引契約に関する行為であつて、顧客又は

預託者の保護に欠けるものとして内閣府令で定めるもの 

 

（書類の閲覧） 

第六条 預託等取引業者は、内閣府令で定めるところにより、当該預託等取引業者の

業務及び財産の状況を記載した書類を、預託等取引契約に関する業務を行う事業所

に備え置き、預託者の求めに応じ、閲覧させなければならない。 

 

（預託等取引業者に対する業務停止命令等） 

第七条 内閣総理大臣は、預託等取引業者が第三条から前条までの規定に違反する行

為をし、かつ、当該行為を引き続きするおそれがあると認めるとき、又は勧誘者が

第四条第一項若しくは第五条の規定に違反する行為をし、かつ、当該行為を引き続

きするおそれがあると認めるときは、その預託等取引業者に対し、一年以内の期間

を定めて、預託等取引契約の締結若しくは更新についての勧誘を行い若しくは当該

勧誘を勧誘者に行わせることを停止し、又は預託等取引契約に関する業務の全部若

しくは一部を停止すべきことを命じ、その他顧客又は預託者の利益を保護するため

に必要な措置をとるべきことを命ずることができる。 

２ 内閣総理大臣は、前項の規定による命令をしたときは、その旨を公表しなければ

ならない。 

 

（預託等取引契約の解除等） 

第八条 預託者は、第三条第二項の書面を受領した日から起算して十四日を経過した

ときを除き、書面により預託等取引契約の解除を行うことができる。この場合にお

いて、預託等取引業者は、当該預託等取引契約の解除に伴う損害賠償又は違約金の

支払を請求することができない。 

２ 前項の預託等取引契約の解除は、当該預託等取引契約の解除を行う旨の書面を発

した時に、その効力を生ずる。 

３ 第一項の預託等取引契約の解除があつた場合において、当該預託等取引契約に係

る商品の返還に要する費用又は施設利用権を預託者に取得させるために要する費用

は、預託等取引業者の負担とする。 

４ 前三項の規定に反する特約で預託者に不利なものは、無効とする。 

 

第九条 預託者は、第三条第二項の書面を受領した日から起算して十四日を経過した

後においては、将来に向かつて預託等取引契約の解除を行うことができる。 
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２ 預託等取引業者は、預託等取引契約が解除された場合には、損害賠償額の予定又

は違約金の定めがあるときにおいても、当該預託等取引契約が締結された時におけ

る当該特定商品又は施設利用権の価額の百分の十に相当する額を超える額の金銭の

支払を預託者に対して請求することができない。この場合において、第三条第二項

の書面に記載された商品又は施設利用権の価額は、預託等取引契約が締結された時

における当該特定商品又は施設利用権の価額と推定する。 

３ 前二項の規定に反する特約で預託者に不利なものは、無効とする。 

 

（報告及び立入検査） 

第十条 内閣総理大臣は、この法律の施行のため必要があると認めるときは、政令で

定めるところにより預託等取引業者若しくは勧誘者に対し報告をさせ、又はその職

員に、預託等取引業者の事業所に立ち入り、帳簿、書類その他の物件を検査させる

ことができる。 

２ 前項の規定により立入検査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係

人に提示しなければならない。 

３ 第一項の規定による立入検査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈

してはならない。 

 

（適用除外） 

第十一条 第三条から第六条まで、第八条及び第九条の規定は、預託等取引契約で預

託者が営業のために又は営業として締結するものについては、適用しない。 

 

（消費者委員会への諮問） 

第十一条の二 内閣総理大臣は、第二条第一項第一号若しくは第二号若しくは第二項、

第四条第一項若しくは第二項又は第十条第一項の政令の制定又は改廃の立案をしよ

うとするときは、消費者委員会に諮問しなければならない。 

 

（経過措置） 

第十二条 この法律に基づき命令を制定し、又は改廃する場合においては、その命令

で、その制定又は改廃に伴い合理的に必要とされる範囲内において、所要の経過措

置（罰則に関する経過措置を含む。）を定めることができる。 

 

（内閣総理大臣への資料提供等） 

第十三条 内閣総理大臣は、この法律の目的を達成するため必要があると認めるとき

は、関係行政機関の長に対し、資料の提供、説明その他必要な協力を求めることが

できる。 

 

（権限の委任） 
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第十三条の二 内閣総理大臣は、この法律による権限（政令で定めるものを除く。）を

消費者庁長官に委任する。 

 

（罰則） 

第十四条 次の各号の一に該当する者は、二年以下の懲役又は百万円以下の罰金に処

する。 

一 第四条第一項又は第二項の規定に違反した者 

二 第七条第一項の規定による命令に違反した者 

 

第十五条 第三条第一項又は第二項の規定に違反して書面を交付せず、又は虚偽の記

載のある書面を交付した者は、五十万円以下の罰金に処する。 

 

第十六条 次の各号の一に該当する者は、三十万円以下の罰金に処する。 

一 第六条の規定に違反して書類を備え置かず、若しくは預託者の求めに応じて閲

覧させず、又は虚偽の記載のある書類を備え置き、若しくは預託者に閲覧させた

者 

二 第十条第一項の規定による報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、又は同項の

規定による検査を拒み、妨げ、若しくは忌避した者 

 

第十七条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、そ

の法人又は人の業務に関し前三条の違反行為をしたときは、行為者を罰するほか、

その法人又は人に対して各本条の罰金刑を科する。 

 

 

２ 特定商品等の預託等取引契約に関する法律施行令（昭和61年政令第340号）（抜粋） 

 

（特定商品等） 

第一条 特定商品等の預託等取引契約に関する法律（以下「法」という。）第二条第一

項第一号の政令で定める物品は、次に掲げる物品（以下「特定商品」という。）とす

る。 

一 貴石、半貴石、真珠及び貴金属（金、銀及び白金並びにこれらの合金をいう。）

並びにこれらを用いた装飾用調度品及び身辺細貨品 

二 盆栽、鉢植えの草花その他の観賞用植物（切花及び切枝を除く。） 

三 哺乳類又は鳥類に属する動物であつて、人が飼育するもの 

四 自動販売機及び自動サービス機 

五 動物及び植物の加工品（一般の飲食の用に供されないものに限る。）であつて、

人が摂取するもの（医薬品（医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保

等に関する法律（昭和三十五年法律第百四十五号）第二条第一項の医薬品をいう。）
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を除く。） 

六 家庭用治療機器 

２ 法第二条第一項第二号の政令で定める施設の利用に関する権利は、次に掲げる権

利（以下「施設利用権」という。）とする。 

一 ゴルフ場を利用する権利 

二 スポーツ又はレクリエーションの用に供するヨット、モーターボート又はボー

トを係留するための係留施設を利用する権利 

三 語学を習得させるための施設を利用する権利 

 

 

３ 特定商品等の預託等取引契約に関する法律施行規則（昭和61年通商産業省令第75

号）（抜粋） 

 

（法第二条第一項第一号の内閣府令で定める期間） 

第二条 法第二条第一項第一号の内閣府令で定める期間は、三月とする。 

 

 

４ 金融商品取引法（昭和23年法律第25号）（抜粋） 

 

（目的） 

第一条 この法律は、企業内容等の開示の制度を整備するとともに、金融商品取引業

を行う者に関し必要な事項を定め、金融商品取引所の適切な運営を確保すること等

により、有価証券の発行及び金融商品等の取引等を公正にし、有価証券の流通を円

滑にするほか、資本市場の機能の十全な発揮による金融商品等の公正な価格形成等

を図り、もつて国民経済の健全な発展及び投資者の保護に資することを目的とする。 

 

（定義） 

第二条 この法律において「有価証券」とは、次に掲げるものをいう。 

 一～二十一 略 

２ 前項第一号から第十五号までに掲げる有価証券、同項第十七号に掲げる有価証券

（同項第十六号に掲げる有価証券の性質を有するものを除く。）及び同項第十八号に

掲げる有価証券に表示されるべき権利並びに同項第十六号に掲げる有価証券、同項

第十七号に掲げる有価証券（同項第十六号に掲げる有価証券の性質を有するものに

限る。）及び同項第十九号から第二十一号までに掲げる有価証券であつて内閣府令で

定めるものに表示されるべき権利（以下この項及び次項において「有価証券表示権

利」と総称する。）は、有価証券表示権利について当該権利を表示する当該有価証券

が発行されていない場合においても、当該権利を当該有価証券とみなし、電子記録

債権（電子記録債権法（平成十九年法律第百二号）第二条第一項に規定する電子記
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録債権をいう。以下この項において同じ。）のうち、流通性その他の事情を勘案し、

社債券その他の前項各号に掲げる有価証券とみなすことが必要と認められるものと

して政令で定めるもの（第七号及び次項において「特定電子記録債権」という。）は、

当該電子記録債権を当該有価証券とみなし、次に掲げる権利は、証券又は証書に表

示されるべき権利以外の権利であつても有価証券とみなして、この法律の規定を適

用する。 

一～四 略 

五 民法（明治二十九年法律第八十九号）第六百六十七条第一項に規定する組合契

約、商法（明治三十二年法律第四十八号）第五百三十五条に規定する匿名組合契

約、投資事業有限責任組合契約に関する法律（平成十年法律第九十号）第三条第

一項に規定する投資事業有限責任組合契約又は有限責任事業組合契約に関する法

律（平成十七年法律第四十号）第三条第一項に規定する有限責任事業組合契約に

基づく権利、社団法人の社員権その他の権利（外国の法令に基づくものを除く。）

のうち、当該権利を有する者（以下この号において「出資者」という。）が出資又

は拠出をした金銭（これに類するものとして政令で定めるものを含む。）を充てて

行う事業（以下この号において「出資対象事業」という。）から生ずる収益の配当

又は当該出資対象事業に係る財産の分配を受けることができる権利であつて、次

のいずれにも該当しないもの（前項各号に掲げる有価証券に表示される権利及び

この項（この号を除く。）の規定により有価証券とみなされる権利を除く。） 

イ 出資者の全員が出資対象事業に関与する場合として政令で定める場合におけ

る当該出資者の権利 

ロ 出資者がその出資又は拠出の額を超えて収益の配当又は出資対象事業に係る

財産の分配を受けることがないことを内容とする当該出資者の権利（イに掲げ

る権利を除く。） 

ハ 保険業法（平成七年法律第百五号）第二条第一項に規定する保険業を行う者

が保険者となる保険契約、農業協同組合法（昭和二十二年法律第百三十二号）第

十条第一項第十号に規定する事業を行う同法第四条に規定する組合と締結した

共済契約、消費生活協同組合法（昭和二十三年法律第二百号）第十条第二項に規

定する共済事業を行う同法第四条に規定する組合と締結した共済契約、水産業

協同組合法（昭和二十三年法律第二百四十二号）第十一条第一項第十一号、第九

十三条第一項第六号の二若しくは第百条の二第一項第一号に規定する事業を行

う同法第二条に規定する組合と締結した共済契約、中小企業等協同組合法（昭

和二十四年法律第百八十一号）第九条の二第七項に規定する共済事業を行う同

法第三条に規定する組合と締結した共済契約又は不動産特定共同事業法（平成

六年法律第七十七号）第二条第三項に規定する不動産特定共同事業契約（同条

第九項に規定する特例事業者と締結したものを除く。）に基づく権利（イ及びロ

に掲げる権利を除く。） 

ニ イからハまでに掲げるもののほか、当該権利を有価証券とみなさなくても公
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益又は出資者の保護のため支障を生ずることがないと認められるものとして政

令で定める権利 

六～七 略 

３～４２ 略 

 

（登録） 

第二十九条 金融商品取引業は、内閣総理大臣の登録を受けた者でなければ、行うこ

とができない。 

 

（審問等に関する調査のための処分） 

第百八十七条 内閣総理大臣又は内閣総理大臣及び財務大臣は、この法律の規定によ

る審問、この法律の規定による処分に係る聴聞又は第百九十二条の規定による申立

てについて、必要な調査をするため、当該職員に、次に掲げる処分をさせることが

できる。 

一 関係人若しくは参考人に出頭を命じて意見を聴取し、又はこれらの者から意見

書若しくは報告書を提出させること。 

二 鑑定人に出頭を命じて鑑定させること。 

三 関係人に対し帳簿書類その他の物件の提出を命じ、又は提出物件を留めて置く

こと。 

四 関係人の業務若しくは財産の状況又は帳簿書類その他の物件を検査すること。 

２ 内閣総理大臣又は内閣総理大臣及び財務大臣は、前項の規定による調査について、

公務所又は公私の団体に照会して必要な事項の報告を求めることができる。 

 

（裁判所の禁止又は停止命令） 

第百九十二条 裁判所は、次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、内閣総理

大臣又は内閣総理大臣及び財務大臣の申立てにより、当該各号に定める行為を行い、

又は行おうとする者に対し、その行為の禁止又は停止を命ずることができる。 

一 緊急の必要があり、かつ、公益及び投資者保護のため必要かつ適当であるとき 

この法律又はこの法律に基づく命令に違反する行為 

二 第二条第二項第五号若しくは第六号に掲げる権利又は同項第七号に掲げる権利

（同項第五号又は第六号に掲げる権利と同様の経済的性質を有するものとして政

令で定める権利に限る。）に関し出資され、又は拠出された金銭（これに類するも

のとして政令で定めるものを含む。）を充てて行われる事業に係る業務執行が著し

く適正を欠き、かつ、現に投資者の利益が著しく害されており、又は害されるこ

とが明白である場合において、投資者の損害の拡大を防止する緊急の必要がある

とき これらの権利に係る同条第八項第七号から第九号までに掲げる行為 

２～４ 略 
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第百九十七条の二 次の各号のいずれかに該当する者は、五年以下の懲役若しくは五

百万円以下の罰金に処し、又はこれを併科する。 

一～十の三 略 

十の四 第二十九条の規定に違反して内閣総理大臣の登録を受けないで金融商品取

引業を行つた者 

十の五～十五 略 

 

 

５ 金融商品取引法施行令（昭和40年政令第321号）（抜粋） 

 

（金銭に類するもの） 

第一条の三 法第二条第二項第五号に規定する政令で定めるものは、次に掲げるもの

とする。 

一 有価証券 

二 為替手形 

三 約束手形（第一号に掲げるものに該当するものを除く。） 

四 法第二条第二項第一号、第二号、第五号又は第六号に掲げる権利を有する者か

ら出資又は拠出を受けた金銭（前三号に掲げるものを含む。）の全部を充てて取得

した物品（当該権利を有する者の保護を確保することが必要と認められるものと

して内閣府令で定めるものに限る。） 

五 前各号に掲げるものに準ずるものとして内閣府令で定めるもの 

 

 

６ 金融商品取引法第二条に規定する定義に関する内閣府令（平成5年大蔵省令第14

号）（抜粋） 

 

（金銭の全部を充てて取得した物品） 

第五条 令第一条の三第四号に規定する内閣府令で定めるものは、競走用馬とする。 

 

 

７ 金融機関等の更生手続の特例等に関する法律（平成8年法律第95号）（抜粋） 

 

（破産手続開始の申立て等） 

第四百九十条 監督庁は、金融機関、外国銀行支店に係る外国銀行、銀行持株会社、

長期信用銀行持株会社、信用金庫連合会、信用協同組合連合会、労働金庫連合会、

金融商品取引業者（金融商品取引法第二条第九項に規定する金融商品取引業者をい

う。）、指定親会社、保険会社、保険持株会社及び少額短期保険業者（以下この節に

おいて「金融機関等」という。）に破産手続開始の原因となる事実があるときは、破
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産手続開始の申立てをすることができる。 

２～３ 略 

 

 

８ 出資の受入れ、預り金及び金利等の取締りに関する法律（昭和29年法律第195号）

（抜粋） 

 

（出資金の受入の制限） 

第一条 何人も、不特定且つ多数の者に対し、後日出資の払いもどしとして出資金の

全額若しくはこれをこえる金額に相当する金銭を支払うべき旨を明示し、又は暗黙

のうちに示して、出資金の受入をしてはならない。 

 

（預り金の禁止） 

第二条 業として預り金をするにつき他の法律に特別の規定のある者を除く外、何人

も業として預り金をしてはならない。 

２ 前項の「預り金」とは、不特定かつ多数の者からの金銭の受入れであつて、次に

掲げるものをいう。 

一 預金、貯金又は定期積金の受入れ 

二 社債、借入金その他いかなる名義をもつてするかを問わず、前号に掲げるもの

と同様の経済的性質を有するもの 

 

（その他の罰則） 

第八条 １～２ 略 

３ 次の各号のいずれかに該当する者は、三年以下の懲役若しくは三百万円以下の罰

金に処し、又はこれを併科する。 

一 第一条、第二条第一項、第三条又は第四条第一項若しくは第二項の規定に違反

した者 

二 いかなる名義をもつてするかを問わず、また、いかなる方法をもつてするかを

問わず、前号に掲げる規定に係る禁止を免れる行為をした者 

４ 略 

 

 

９ 刑法（明治40年法律第45号）（抜粋） 

 

（詐欺） 

第二百四十六条 人を欺いて財物を交付させた者は、十年以下の懲役に処する。 

２ 前項の方法により、財産上不法の利益を得、又は他人にこれを得させた者も、同

項と同様とする。 
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10 組織的な犯罪の処罰及び犯罪収益の規制等に関する法律（平成11年法律第136号）

（抜粋） 

 

（組織的な殺人等） 

第三条 次の各号に掲げる罪に当たる行為が、団体の活動（団体の意思決定に基づく

行為であって、その効果又はこれによる利益が当該団体に帰属するものをいう。以

下同じ。）として、当該罪に当たる行為を実行するための組織により行われたときは、

その罪を犯した者は、当該各号に定める刑に処する。 

一～十二 略 

十三 刑法第二百四十六条（詐欺）の罪 一年以上の有期懲役 

十四～十五 略 

２ 略 

 

 

11 無限連鎖講の防止に関する法律（昭和53年法律第101号）（抄） 

 

（目的） 

第一条 この法律は、無限連鎖講が、終局において破たんすべき性質のものであるの

にかかわらずいたずらに関係者の射幸心をあおり、加入者の相当部分の者に経済的

な損失を与えるに至るものであることにかんがみ、これに関与する行為を禁止する

とともに、その防止に関する調査及び啓もう活動について規定を設けることにより、

無限連鎖講がもたらす社会的な害悪を防止することを目的とする。 

 

（定義） 

第二条 この法律において「無限連鎖講」とは、金品（財産権を表彰する証券又は証

書を含む。以下この条において同じ。）を出えんする加入者が無限に増加するもので

あるとして、先に加入した者が先順位者、以下これに連鎖して段階的に二以上の倍

率をもつて増加する後続の加入者がそれぞれの段階に応じた後順位者となり、順次

先順位者が後順位者の出えんする金品から自己の出えんした金品の価額又は数量を

上回る価額又は数量の金品を受領することを内容とする金品の配当組織をいう。 

 

（無限連鎖講の禁止） 

第三条 何人も、無限連鎖講を開設し、若しくは運営し、無限連鎖講に加入し、若し

くは加入することを勧誘し、又はこれらの行為を助長する行為をしてはならない。 

 

（国及び地方公共団体の任務） 

第四条 国及び地方公共団体は、無限連鎖講の防止に関する調査及び啓もう活動を行

うように努めなければならない。 
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（罰則） 

第五条 無限連鎖講を開設し、又は運営した者は、三年以下の懲役若しくは三百万円

以下の罰金に処し、又はこれを併科する。 

 

第六条 業として無限連鎖講に加入することを勧誘した者は、一年以下の懲役又は三

十万円以下の罰金に処する。 

 

第七条 無限連鎖講に加入することを勧誘した者は、二十万円以下の罰金に処する。 

 




